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近年，自動車に過度に依存しない通勤交通のあり方を考えて実践するエコ通勤が注目され，国土交通省

においても，エコ通勤を推進している団体を認証する「エコ通勤優良事業所認証制度」を創設した．著者

らは，「豊田市エコ通勤をすすめる会」の事務局として活動しているが，①エコ通勤の取組みが一般事業

所や地域に広まりにくいこと，②通勤者にとってのインセンティブの創出等の課題を抱えている． 

本研究では，エコ通勤という枠組みの中で，自転車通勤を促進するために事業所が実施することが可能

な自転車通勤促進策について，事業所と従業員への意識調査から適用可能性を評価した．従業員の転換意

識と事業所の受容性ともに高い自転車通勤促進策，すなわち適用可能性が高い促進策は「通勤手当の拡

充・エコ通勤報奨金の支給」であることを明らかにした． 
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1. はじめに 

 

国土交通省では，平成21年に「エコ通勤優良事業所認

証制度」を創設し，全国的なエコ通勤の普及・推進を図

っている1）．（平成24年6月現在で，554団体が認証） 

豊田市においても，民間事業所が主体的にエコ通勤に

取り組むことを目指した「豊田市エコ通勤をすすめる会

（以下，すすめる会と略す）」を平成20年に設立し（平

成８年から活動していたTDM研究会が母体），市内の

道路交通混雑の緩和や公共交通の利用促進，環境負荷の

軽減を図ることを目指した活動に取り組んでいる． 

著者らは，啓発ツールの作成や講演会の開催，事業所

のサポートなど，すすめる会の事務局として活動してい

る．また，自家用車からの転換手段として，公共交通は

整備状況，相乗りは各企業の業務内容や通勤管理方法に

依存してしまうことから，エコ通勤活動として取り組み

やすい自転車の利用促進を主眼に置き，端末交通での自

転車利用の拡大を図るための実証実験2）3）や，実験後の

継続実施事業所のサポートを行っているが，なかなか一

般事業所や地域に広まりにくいという課題を抱えている． 

自転車通勤への転換・促進に関する既往研究をみると，

金銭的インセンティブやシャワー室の整備を組み込んだ

手段選択モデルを構築した研究4）や，通勤手当の支給制

度を変更した名古屋市役所を例に職員の環境に対する態

度と心理的要因を分析した研究5）がある．また小林ら6）

は，自転車利用促進施策が具備すべきサービスレベルを，

インターネットアンケートを用いて調査し，地域特性や

移動距離によって転換意向や要求するサービスレベルが

異なることを明らかにしている． 

これらの既往研究の成果や，著者らのこれまでの経験

から，特に，通勤時の自動車分担率が高い地方都市にお

いて，自家用車から自転車へ手段を転換させる（エコ通

勤を進める）ためには，通勤者にとってのインセンティ

ブや転換意向を明らかにし，事業所へ提示していくこと

が重要になると考えた． 

そこで本研究では，エコ通勤という枠組みの中で，自

転車通勤を促進するために事業所が実施することが可能

なソフト施策（以下，促進策と略す）について，事業所

と従業員にアンケート調査を実施し，促進策の適用可能

性を明らかにする． 
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2. 調査概要 

 

(1) 促進事例の整理 

自転車通勤を促進するために各事業所でどの様な取り

組みが実施されているかを把握するため，国土交通省 

エコ通勤ポータルサイト 1）にて紹介されている自転車

通勤促進策（５事業所）について整理する．自転車通勤

促進策の一覧表を表－１に示す． 

 促進策の内容をみると，①名古屋市・②フジキン・③

ヤマハ発動機などで実施されている自転車通勤手当の増

額や報奨金の支給などは，自転車通勤に対する『費用

面』でのサポートであり，④シマノ・⑤ウィルフォード

社は，駐輪場やシャワー室など事業所内の『設備面』で

のサポートを実施している．その他の事業所における自

転車通勤促進策の事例をみても，この『費用面』と『設

備面』でのサポートが実施されている傾向にある． 

 

表-1 自転車通勤促進策の事例整理
1） 

内容

① 名古屋市役所
職員に支給する自転車通勤手当を増額する一方、
5km以内など短距離の自動車通勤手当を半額に改正

フジキン

（大阪府東大阪市）

ヤマハ発動機 ・徒歩通勤手当（1000円）の新設
（静岡県磐田市） ・自転車通勤手当の増額

・通勤バスの増便
・電動二輪車のレンタル
・「リターンライダースクール」の実施
・電子メールによる「エコ通勤実態調査」

シマノ ・管理人付き駐輪場300台分を新設
（大阪府堺市） ・電動空気入れや自転車工具を配備

・個人用ロッカーの設置
・男女別の更衣室・浴場を整備

ウィルフォード社 ・駐輪場・自転車整備施設の提供
（オーストラリア） ・自転車通勤者用シャワー施設の設置

・事業所による「自転車プール」の設置

④

⑤

②
自動車通勤の自粛期間に応じた報奨金を支給
（自動車通勤を1年自粛した場合月額3,000円、
3ヶ月で月1,500円の報奨金を支給）

③

 

 

 (2) 調査概要 

本研究では，エコ通勤施策の一つである自転車通勤を

促進する上での課題として，事例整理で挙げた『費用

面』と『設備面』，さらに自転車利用の障壁となると考

えられる天候の影響への対応として『その他（雨天

時）』の３つを設定する．それぞれの課題への対応策と

して表－２に示す８つの促進策を提案し，実際に通勤を

行う従業員と通勤を管理する事業所双方の受容性などを

調査する． 

調査は，エコ通勤についての知識があり，エコ通勤活

動に課題を抱えていることなどを条件とするため，すす

める会の会員事業所を対象に，業種や事業所規模に偏り

がないように 8社を選定して実施した． 

調査期日は 2012年 1/23（月）から 2/8（水）までとし，

通勤を管理している部署への「事業所調査」と，「従業

員調査」の依頼を行った．なお，従業員調査については

100票を上限に依頼し，768票を配布，601票を回収した．  

各調査の構成を表－３に示しているが，本稿では自転車

通勤への意識と促進策に関する意識を中心に報告する． 

 

表-2 本研究で提案する自転車通勤促進策 

分類 自転車通勤促進策 

費用面 

通勤手当の拡充・報奨金の支給 

電動アシスト付き自転車購入補助 

（以下，電動自転車と略す） 

自転車保険加入補助 

設備面 

シャワー室の整備 

自転車通勤マップ 

レンタル自転車（事業者が所有し，自由に

利用できる自転車） 

その他 

（雨天時） 

雨天時装備 

雨天時サポート（代替手段の確保など） 

表-3 アンケート調査の構成 

  従業員調査 事業所調査 

単独項目 

・属性          

・通勤手当への意識 

  受給状況，満足度 

・自転車通勤への意識 

・自転車通勤を行うための課題 

  走行環境，通勤手当， 

施設整備，自転車配備 

自転車運転講習 

・自家用車通勤抑制策について 

  通勤手当，ノーマイカーデー 

・通勤手当の支給状況 

条件の内容 

自家用車通勤者への 

支給額 

・通勤管理の課題 

 用地確保 

 維持管理費 

 道路混雑 

・エコ通勤の実施状況 

共通項目 ・自転車通勤促進策に関する意識 

 

3. 通勤状況と自転車通勤への意識 

 

本章では，回答者全体の傾向を把握するために従業員

調査で得られた８事業所601名の回答を対象に集計した

結果を考察する．なお，事業所別の考察は，次章にて事

業所調査の結果を中心に述べる． 

 

 (1) 回答者の属性 

 回答者の属性について，各調査項目の特徴を整理する． 

 回答者の年齢構成は，30 歳代・40 歳代で 50％を

占めるが，20歳～60歳代までほぼ均等に回収． 

 性別の構成比は，男性が 57％，女性が 43％． 

 勤務形態は，日勤の方が 72％で一番多い． 

 通勤距離の 50パーセンタイル値は８km，80パー

センタイル値は 18km． 

 通勤時と勤務時の服装については，86％が同じ． 

 51％が自由に利用できる自転車を保有していない． 

 

(2) 通勤距離と移動手段 

通勤に利用している主な交通手段の割合は，自家用車

が全体の80％である．これは，中京都市圏パーソントリ

ップ調査などと同等の結果である．次に自転車の8.2％，
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徒歩の8％と続き，公共交通機関を利用して通勤してい

る割合は，バスと鉄道を合わせても2.4％と非常に低い

状況であった． 

図－１は，自宅から事業所までの通勤距離帯別に通勤

手段を集計した結果である．全ての距離帯で自家用車の

利用割合が高くなっているが，本研究で着眼している自

転車の利用割合は，5km未満での利用が最も多く，遠距

離ではパーク&ライド（鉄道駅までのアクセス）のため

の自転車利用も行われている． 

 

 

自家用車

自家用車 自家用車 自家用車

自転車
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自家用車 自転車 バス 鉄道 二輪車 徒歩  

図-1 通勤距離帯別の通勤手段 

 

(3) 自転車通勤の現状 

a) 自転車単独利用の通勤者 

自転車単独利用の通勤者の通勤距離別集計を表－４に

示す．回答があった従業員調査のうち，自転車単独で通

勤している方は33名であり，平均通勤距離は3.5kmであ

った．属性を見ると，利用に男女の差はなく，主にパー

トタイムで働く60歳代の方が40％を占めていた．一方，

パーク&ライドの方は14名おり，43％の方がフレックス

タイムで，20歳～30歳代の若年層で78％を占めていた． 

b) 潜在的な自転車通勤者 

 自転車通勤を行おうとしている方の通勤距離別集計を

表－５に示す．現在の自転車通勤への意識を調査したと

ころ，53名の方が自転車にしようと考えており，主に自

家用車からの転換である．平均通勤距離は，前項で示し

た「自転車通勤を行っている方」の平均距離を大幅に上

回る9.4kmとなり，64％が男性であった．職種をみると，

事務系が55％，営業・技術系が28％，パートタイムが

17％であった．営業・技術系の方からは，「帰宅時間が

変動するため自転車通勤が難しい」との意見があり，潜

在的な自転車通勤者（自転車通勤を行おうとしている

方）の職種は事務系が多い． 

 

表-4 自転車単独利用通勤者の通勤距離帯別集計 

通勤距離帯 自転車通勤者数 

～2km未満 18名 

2km以上～5km未満 8名 

5km以上～10km未満 5名 

10km以上 2名 

－ 合計：33名  平均：3.5km 

 

表-5 自転車通勤を行おうとしている方の通勤距離帯別集計 

通勤距離帯 自転車通勤者数 

～2km未満 8名 

2km以上～5km未満 17名 

5km以上～10km未満 14名 

10km以上 14名 

－ 合計：53名 平均：9.4km 

 

4. 事業所別エコ通勤取組み状況と自転車通勤者 

  

 表－６に示す各事業所のエコ通勤の取組み状況と自転

車通勤の現状に関する特徴を整理する． 

 

 エコ通勤を実践しているのは４事業所で，その

他の事業所は担当者レベルで勉強中である． 

 「徒歩・自転車」への転換を促進しているのは

４事業所あり，内容としては「自転車通勤者へ

の報奨金の支給」や「レンタル自転車」である． 

表-6 事業所別 エコ通勤取組み状況と自転車通勤者数 

徒歩
自転車

公共交通 相乗り 回答数 割合 回答数 割合

A 建設 30 0.65 問題ない ○ ○ ○ ○ 12 9.9 1 8% 0 0%

B サービス 38 1 将来課題 ○ × × △
※2 31 15.5 4 13% 3 10%

C 製造 200 2.3 将来課題 × × × × 198
※3 4.9 29 15% 15 8%

D 製造 404 1 将来課題 ○ ○ × ○ 73 13.4 3 4% 5 7%

E 運輸 420 1.5 課題 × × × ○ 82 11.9 2 2% 13 16%

F 卸売 705 1.5 深刻な課題 ○ × × × 33 8.6 4 12% 4 12%

G サービス 1,054 0.35 課題 × × × ○ 78 11.2 1 1% 7 9%

H 製造 10,000 0.7 課題 × × × × 94 20.7 10 11% 6 6%

※1　○：エコ通勤活動を実施している　　×：実施していない 　　　　※3　100票を依頼したが，従業員ほぼ全員の回答があった．

※2　○：自転者通勤者に手当てを支給している　　△：自動車からの転換者に支給

平均
通勤距離

従業員調査
回収数

自転車通勤者潜在的な自転車通勤者
最寄り駅までの
距離（km）

駐車場の課題
（維持・管理）

自転車
通勤手当
の支給

エコ通勤の取組み
※1

従業員数業種
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 A事業所は「相乗り」にも取り組んでおり，エコ

通勤優良事業所認証を受けている． 

 特に従業員数が多い事業所では，担当者の変更

により取り組みが中断している． 

 平均通勤距離が小さい C 事業所において，自転

車通勤者が多い． 

 事業所は，自転車通勤者数を把握していない． 

 

5. 促進策の適用可能性 

 

 本研究で提案した８つの促進策（表－２）に対して，

事業所の受容性（実施中・検討中・検討しない・従業員

調査結果を踏まえて検討）及び，促進策が展開された場

合の「自転車通勤のしやすさ」と「自転車通勤を考える

か否か（転換意識）」に関する従業員意識から，促進策

の適用可能性を考察する． 

各促進策の影響度合いについて，事業所は，「設備

面」への受容性が最も大きく，「費用面」が最も小さい．

従業員では事業所とは反対に「費用面」での転換意識が

高くなり，「設備面」が最も小さくなると想定している． 

 

(1) 事業所調査結果 

 事業所調査結果を表－７に示す． 

「△：従業員調査の結果を踏まえて検討」を含めると，

「自転車通勤手当の拡充」の受容性が一番高い．この様

に事業所側が手当てに対して柔軟な意向を示しているこ

とから，自転車通勤の促進が図りやすい環境である． 

現状では自転車通勤を推奨していない２事業所（Cと

H）は，全ての促進策について「△」であり，エコ通勤

（自転車通勤）のきっかけを探っていると考えられる． 

 

表－７ 事業所調査結果 

通
勤
手
当
の
拡
充
・
報
奨
金
の
支
給

自
転
車
保
険
加
入
料
を
補
助

電
動
自
転
車
購
入
費
の
補
助

シ
ャ
ワ
ー

室
・
駐
輪
場
の
整
備

自
転
車
通
勤
マ

ッ
プ
の
提
供

レ
ン
タ
ル
自
転
車

（
事
業
所
管
理

）

雨
天
時
装
備

（
雨
具
な
ど

）
を
提
供

 

（
公
共
交
通
運
賃
補
助

、
通
勤
バ
ス

）

 
雨
天
時
サ
ポ
ー

ト

A ◎ × × △ △ △ △ ×

B ◎ △ × × × △ × ×

C △ △ △ △ △ △ △ △

D △ △ × × △ △ △ ×

E △ △ △ ○ △ ◎ △ ×

F △ × × × × ○ × △

G × × × × × × × ×

H △ △ △ △ △ △ △ △

事
業
所

◎：実施中　　　○：検討中　　×：検討しない
△：従業員調査結果を踏まえて検討

費用面 設備面 その他

促
進
策

 

 (2) 従業員調査結果 

それぞれの促進策を講じた際の「自転車通勤のしやす

さ」に関する集計結果を図‐２，「自転車通勤を考える

か否か（転換意識）」に関する集計結果を 図‐３に示

す． 

まず，促進策を講じることによって自転車通勤がしや

すくなるか否かに関する意識は，「通勤手当や報奨金」

を講じることにより自転車通勤がしやすくなると回答し

た割合が最も高く，続いて「電動自転車購入補助」・

「自転車保険の補助」である．また設備面では「レンタ

ル自転車」，その他（雨天時）では「雨天時サポート」

が高い． 

 自転車通勤を考えるか否かに関する意識は，上述のし

やすさと同様に，「通勤手当や報奨金」と「電動自転車

購入補助」を講じることにより，自転車通勤を考える方

が多い．また，「レンタル自転車」も高い結果が得られ

ており，自転車を所有していない方や公共交通通勤者へ

のサポートも重要であることが示唆される． 

 図を比較しても分かるように，「しやすくなる」とい

う意識が，実際に自転車通勤を「考える」という意識に

なると半減しており，自転車通勤を「考える」と回答し

た方が自転車通勤の促進に向けたターゲットとなる． 
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図-2 促進策別の「自転車通勤のしやすさ」 

 

223

214

147

117

91

157

149

81

296

309

374

394

426

363

366

434

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

通勤手当や報奨金

電動自転車補助

自転車保険の補助

シャワー室

自転車通勤マップ

レンタル自転車

雨天時サポート
（代替手段など）

雨天時装備

自転車通勤を考える 自転車通勤を考えない

費
用
面

設
備
面

そ
の
他

（
雨
天

）
 

図-3 促進策別の「自転車通勤への転換意識」 
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促進策のなかで転換意識に最も影響した「通勤手当や

報奨金」を講じることにより自転車通勤を考えると回答

した方々の特徴を整理する． 

 年齢は体力的にも元気な 20歳代～40 歳代の方が

約 80％を占める． 

 通勤距離は 10km以内の方が 60％である． 

 距離が遠い 10km 以上の方の約 70％が 20 歳代

（25名）と 30歳代（27名）の若年層である． 

 勤務地周辺の渋滞に関してはあまり深刻と感じ

ていないが，環境に対する問題意識が高い方々

である． 

 

 (3) 適用可能性のまとめ 

a) 費用面について 

 自転車通勤のための金銭的補助を望む声が多く，

手当拡充は促進意欲増大となりうる．（実施中：１社） 

 しかし，５つの事業所では既に自転車通勤者へ

通勤手当を支給している．これらの事業所に勤

めている従業員の 77％が「自転車通勤者に手当

てが支給されない」「分からない」と回答 ． 

  すなわち，通勤手当や報奨金を支給しなくても自転

車通勤へ転換する可能性がある． 

 自転車通勤に手当てを支給していない事業所は，

資金調達が必要であるが，近距離では「自家用

車」と比較して「自転車」に通勤手当を多く支

払うべきとの意識が多いことから，「アメ（自

転車優遇）とムチ（自家用車非優遇）」5）を許容

できる可能性がある．（図－４） 
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図-4 通勤距離帯別の高く支払うべき手段 

 

b) 「設備面」と「その他（雨天時）」について 

 自転車通勤を行うにあたって，雨天時の対応が課題と

なりうると想定していたが，促進策として事業所の受容

性，従業員の転換意識共に低い結果となった．そもそも

自転車を利用していない通勤者にとっては，「設備

面」・「その他（雨天時）」に関する促進策の効用を想

像する事ができないことも危惧される． 

これらの結果を基に，「設備面」と「その他（雨天

時）」に関する促進策の適用可能性について，本研究で

得られた知見を表－８に示す． 

 

表－８ 「設備面」と「その他（雨天時）」の適用可能性 

分類 促進策 得られた知見 

設備面 

シャワー室 
初期投資が大きく，自転車通勤者のためだけ

に設置する必要性は低い． 

レンタル 

自転車 

公共交通通勤者および自転車非保有者のサポ

ート策として有効である． 

駐輪場 
駐輪場が小さい事業所が存在した．転換者を

把握して対応すべきである． 

その他 

(雨天時) 

雨天時装備 

個別備品への要望は低い．自転車通勤者への

聴取により，自転車通勤のサポート策として

展開すべきである． 

雨天時 

サポート 

公共交通が不便との意見があるため，公共交

通の情報提供が必要である．また，相乗りな

ど，他のエコ通勤施策と関連付けさせて対応

することも可能である． 

 

6. おわりに 

 

(1) 研究のまとめ 

本研究では，事業所と従業員の合意が図りやすい自転

車通勤促進策を明らかにするため，「豊田市エコ通勤を

すすめる会」の会員事業所を対象に従業員調査と事業所

調査を実施した． 

従業員の転換意識と事業所の双方ともに適用可能性が

高い自転車通勤促進策は「通勤手当の拡充・エコ通勤報

奨金の支給」である．この促進策に対する事業所側の受

容性の高さを明らかにできたことは，今後のエコ通勤の

推進に繋がる大きな成果である． 

しかしながら，通勤手当の制度内容を従業員に周知で

きていない状況もみられるため，「通勤手当の拡充・エ

コ通勤報奨金の支給」を講じなくても自転車通勤へ転換

する可能性もある．まずは，従業員の「自転車＝手当て

が出ない」という固定概念を是正できるよう，従業員の

通勤実態の把握や情報提供など，細やかな通勤管理を行

うことが必要である． 

 

(2) 今後の展開 

a) 自転車通勤促進策について 

事業所に対して調査結果をフィードバックし，自転車

通勤促進策の展開に動き出す事業所のサポートを行って

いる．今後の展開として次の２点を進めている． 

 

① 自転車通勤促進策実施による影響評価 

 従業員の平均通勤距離が５km以下のC事業所（表－

６）では，現在エコ通勤の取組みを行っていないため，
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本調査結果を受けて自転車通勤の促進へ動き出した． 

 そこで，以下のような促進策が展開された際の，従業

員の転換意識調査などを計画している．また事業所との

調整次第ではあるが，各促進策を段階的に展開した際の

施策の影響評価も検討する． 

・ 駐輪場・ロッカーなどの施設整備 

・ レンタル自転車 

・ 雨天時対応策（雨天時マイカー通勤許可，雨天時

装備の支給） 

・ 自転車通勤者へ通勤手当の支給 

（現在は支給されていない） 

 

② 自転車通勤手当を支給している事業者への対応 

 自転車通勤者への手当てが支給されているにも関わら

ず，その内容を従業員が知らないという結果が得られた．

これらの事業所に対して，通勤手当の周知依頼と，周知

後の従業員の行動変容について調査を計画している． 

 

b) 自転車通勤を行う上での課題について 

本稿では取り上げなかったが，従業員調査において自

転車通勤を行う上での課題を調査したところ，「走行環

境」と「自転車運転のマナー」に対する課題意識が高か

った．そこで，自転車利用時における安全面での認識と

実際の運転行動に関して次の４点に関する調査を進めて

いる． 

・ 自転車利用に関する運転規則やマナーの認知 

・ 安全に対する認識（自転車保険加入の是非） 

・ 走行ルート 

・ 危険な道路空間 
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